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研究成果の概要（和文）：特別支援学級教諭が言語聴覚士の専門性を理解するとコンサルテーションの実現に至る可能
性が高まることが明らかとなったため、事例、コンサルテーションの感想などが掲載された「言語聴覚士の紹介パンフ
レット」を作成した。また、時間に限りのあるコンサルテーションを効率的に行うため、今後のコンサルテーションの
質を上げることを目的に、連携時に使用する3種類のツール（「今回相談する児童生徒について教えてください」「先
生の環境について教えてください」「コンサルテーションについての評価」）を開発した。

研究成果の概要（英文）：Because it was found that likelihood to lead to realization of the consultation 
when a special class for handicapped children teacher understood specialty of the speech-language-hearing 
therapist increased, we made "an introduction brochure of the speech-language-hearing therapist" which an 
example, an impression of the consultation were placed in.Also, we developed three kinds of tools (an 
"evaluation about the consultation" "to please tell me about the environment of the teacher" "to please 
tell me about a child student to talk with this time") to use at cooperation for the purpose of giving 
quality of the future consultation to perform consultation with the limit effectively at time.

研究分野：言語発達障害

キーワード： コンサルテーション　特別支援教育　特別支援学級　言語聴覚士
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、そ
の持てる力を高め生活上や学習上の困難を
改善又は克服するため適切な指導及び必要
な支援を行うことを目的として、2007 年 4
月から特別支援教育が実施された。 
このように学校教育は、障害者の自立と社
会参加を見通した取組を含め、重要な役割を
果たすことを求められている。 
 特別支援学校に対しては「PT・OT・ST等
の外部専門家を活用した指導改善に関する
実践研究事業（2008～2009）」など国の施策
が施行されているが、特別支援学級に対して
は現時点では教諭を支援する国の施策は施
行されていない。また、特別支援学級教諭の
特別支援学校教諭免許状保有率は小・中学校
計で 31.3％（2010 年度校基本調査）と低い
こと、特別支援学級在籍児は知能の高い児童、
認知面のバラツキのある児童がいる可能性
が高いため、教諭が様々な業務に対して混乱
していることが予想される。特別支援教育支
援学級に関する研究報告数が少ないため、特
別支援学級の現状も把握できない状況であ
る。 
申請者が行った浜松市立小学校、支援学校
小学部において障害のある児童に関わる教
師 178名を対象に行った質問紙調査（2006）
では、「言語聴覚士との連携経験がある」と
回答した割合は 32.6％と低くかった。 
また、申請者が浜松市の特別支援学級 7学
級 13 名の教諭とアセスメントを中心に行っ
た連携調査（2009）では、「通常の学級の先
生には大変さがわかってもらえない」「孤軍
奮闘」などの声が聞かれ、困り感が高く、連
携後の評価アンケートでは約 80％が「定期的
に来てほしい」と外部専門家との連携を求め
ていることが明らかとなった。 
申請者の調査から、特別支援学級教諭には
外部専門家への連携ニーズはあるが、実際に
は連携が行われていないというギャップが
生じていることが明らかとなった。そこで、
その理由を明らかにするとともに、特別支援
学級担当教諭と発達を専門とする外部専門
家（言語聴覚士等）が有効的な連携を行うた
めのコンサルテーションシステムを構築す
ることを立案した。 

２．研究の目的 

本研究の目的は、特別支援学級教諭と発達
を専門とする外部専門家である「言語聴覚
士」の有効的な連携を目指すためにコンサル
テーションシステムを構築することである。 
目的を達するために、（1）申請者らが調査
した特別支援学級に関する 2種類の調査デー
タを整備し、特別支援学級担当教諭の困り感

の把握、連携ニーズの把握など特別支援学級
担当教諭の実態を把握する、（2）特別支援教
育に力を入れている台湾のコンサルテーシ
ョンシステムを視察し、日本において今何を
すべきであるかの示唆を得る、（3）コンサル
テーションを効率的に行うためのツール（①
ニーズを把握するための簡易式問診票、②コ
ンサルテーションに対する簡易式評価票等）
を開発する。 

３．研究の方法 

（1）台湾の特別支援教育を視察 
台湾の教育費は国家予算の 25％以上、特殊
教育経費は市の予算の 4.5％以上でなければ
ならないと規程されている。特別支援教育に
力を入れている台湾を視察することにより、
日本の特別支援教育の目指す方向性の選択
肢を増やすこと、今何をすべきであるかの示
唆を得るために下記施設の視察を行った。 
「台北市文山特殊教育学校」「国立台湾師範
大学」「台湾政府教育部」「台北市雨声国民小
学校」「台北市学生諮商中心」「国立彰化大学」
「台南市示範託児所」「高雄市立楠梓特殊学
校瑞平分校」「高雄市立凱旋医院・自殺予防
中心」「高雄市立凱旋小学校」「高雄輔英科技
大学」 
（2）特別支援学級教諭との連携に関する下
記①②の調査を対象に詳細な分析を行う。結
果を踏まえ、研究分担者との議論を通して、
コンサルテーションを効率的に行うための
ツールを開発する。 

①浜松市立の小学校特別支援学級 7学級をモ 
デル学級とし、13名の教諭と在籍児童のアセ 
スメントを中心とした連携調査（2009）  
 特別支援学級 7 学級所属 13 名の教諭と特
別支援学級在籍児 23 名のアセスメントの実
施を通して連携を行った。連携後には連携の
成果、今後への要望、自由記述項目を含めた
質問紙調査を実施した。 

②神奈川県 6 市の特別支援学級教諭（小学
校・中学校）の実態を把握するための質問
紙調査（2012）  

４．研究成果 

（1）台湾の特別支援教育を視察 
＜視察で得た情報と考察＞ 
・台北市立文山特殊教育学校（特別支援学校）
には言語聴覚士 2名、作業療法士 2名、理
学療法士 2名、心理士 1名が常勤として配
置され、教諭と連携を行いながら子ども達
の支援を行っていた。防音設備が整った聴
力検査室も完備していた。 
⇒教育委員会がそれぞれの専門家の専門



性を理解し、障害のある子ども達の支援に
必要な専門性をもつ職種であることを認
め、校内に配置していた。 

・通常の教諭免許と特別支援教育の免許は別
のものなので、通常の学級から特別支援学
級等への異動はない。 
⇒特別支援学級教諭の障害や支援方法等
に対する知識や技術の質が高かった。障害
等に関する知識の質が高いため、特別支援
学級教諭が月 1 回通常の学級において
ADHD等の発達障害について、「皆違って
もよい」「誰しも長所も短所もある」等の
授業を受け持っており、通常の学級の先生
と協力して通常の学級において支援が必
要な子ども達のために一緒に教材作りを
するなどの業務を担っていた。 

・大学院修士課程において特別支援教育を
学んだ教諭が特別支援教育コーディネー
ターに任命されており、校内において特別
支援コーディネーターが知能検査などの
アセスメントを行うなど、特別支援教育が
必要な子どもへの支援のイニシアティブ
をとっていた。学校で対処できないことが
あった場合には教育委員会に申請すると、
申請書の内容を踏まえてその事態に対応
できる言語聴覚士等の専門家を選択肢、派
遣するというシステムがあった。 
⇒障害等の専門的な知識を有している者
が校内にいることで、特別支援教育のシス
テムが効率的に、有効的に働いていること
が考えられた。また、特別支援教育コーデ
ィネーターの状況報告書を見て、どの職種
が適切に対処できるのかを判断できる教
育委員会の役割は重要である。 
台湾においては言語聴覚士などの外部
専門家が学校現場で活用されており、教育
委員会、学校現場における専門家の専門性
の理解が深かった。台湾視察を通して、日
本においては言語聴覚士がどのような障
害を対象として、どのような対応ができる
職種であるか等の専門性の理解を促す段
階の活動が現時点では必要であることを
認識した。 

（2）特別支援学級教諭との連携に関する調
査結果を詳細に分析し、研究分担者との
議論を通して、コンサルテーションを効
率的に行うためのツールを開発する。 

対象は神奈川県 6市の特別支援学級教諭
（小学校・中学校）、348 部配布し、218
部回収した（回収率 62.6％）。質問紙は A4
用紙 10枚、5部構成となっている。Ⅰ部：
学級に関する質問、Ⅱ部：外部専門家との
連携状況に関する質問、Ⅲ部：今後の外部

専門家との連携に関する質問、Ⅳ部：児童
の実態把握に関する質問、Ⅴ部：言語聴覚
士との連携に関する質問 

①対象教諭経験年数の平均：18.8 年
（SD:12.73）、支援級経験年数の平均：5.7 年
（SD:6.18） 

②言語聴覚士が特別支援学級教諭に行うコ
ンサルテーションに興味について「興味があ
る（丸をつけた場合は所属と担当者名を連絡
用に記載するよう指示）」「興味がない」の 2
択で回答を促した。結果、「興味がある」と
回答した割合：93名（42.7％）、「興味がない」
と回答した割合：89名（40.8％）であった。
本回答と他の質問項目の回答のクロス分析
を行った。 

＜有意差が認められた項目＞ 
1）特別支援学級経験年数の平均：興味あり
の平均は 5.0年、興味なしの平均は 7.3年。2）
言語・コミュニケーション指導に不安がある
と回答した割合：興味ありは 72.5％、興味な
しは 48.3％。3）外部専門家とやりとりした
いと考えた際に障壁となり得る事柄「連携で
きる専門職がどこにいるのかわからない」
「どの職種に頼めばよいかわからない」 

＜有意差が認められなかった項目＞ 
1）言語聴覚士の認知度。2）言語聴覚士との
連携経験の有無。3）知能検査などの関連知
識の有無。 
【まとめ】言語聴覚士との連携に興味がある
と回答した教諭は「支援級経験年数が浅い」
「言語・コミュニケーション指導が不安であ
るという自己の課題への気づきがある」「相
談したい事柄について対応してくれる外部
専門家を探している」という特徴が認められ
た。言語聴覚士の認知度は約 50％と低かった
が言語聴覚士を知っているかどうかは特別
支援級教諭が言語聴覚士との連携に踏み出
す 障壁にはなりにくいという結果から今
後、特別支援級教諭との連携を実現させるた
めには連携の打診を待つだけではなく言語
聴覚士が積極的に連携を提案することが有
効的である。 
③言語聴覚士の専門性に関する情報の有無
による言語聴覚士に対する相談希望度の比
較 
言語聴覚士の認知度が低いことが予想さ
れたため、質問紙調査第 5部「言語聴覚士と
の連携に関する内容」の質問項目の前に、Ａ
4 用紙の 1／3 程度で言語聴覚士が対象とし
ている障害と対応している問題について情
報を提供し、その後、言語聴覚士との連携に
関する質問に回答してもらった。 
特別支援学級教諭と言語聴覚士の有効的
な連携を明らかにするために、言語聴覚士が



学校を訪問して実際に連携を行う研究を企
画していることを記載し、研究について詳し
く話を聞きたいかについて「興味がある」「興
味がない」の 2 択で尋ね、「興味がある」と
回答した人には連絡先として学校名と担当
者名を記入する欄を設けた。結果、「興味が
ある」と回答した割合は 93名（42.7％）、「興
味がない」と回答した割合は 89名（40.8％）。 
質問紙調査第 3部「今後の外部専門家との
連携に関する質問」においても、関連専門職
9 職種とともに言語聴覚士の訪問相談希望に
ついて 5件法プラス「わからない」の 6択で
尋ねた。結果、言語聴覚士の訪問相談を「と
ても希望する」と回答したのは 35人（16.9％）、
「やや希望する」は 82 人（39.6％）、「どち
らともいえない」は 56 人（27.1％）、「あま
り希望しない」は 16名（7.7％）、「まったく
希望しない」は 3名（1.4％）、「わからない」
は 15人（7.2％）であった。 
言語聴覚士の専門性に関する情報が無い
第 3部の回答と、情報を伝えた後の第 5部の
回答をクロス集計した結果が図 1である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 専門性の情報の有無による 

言語聴覚士の訪問相談希望度の比較 

 言語聴覚士の専門性に関する情報提供前
には言語聴覚士による訪問相談を「まったく
希望しない」と回答していた約 70％、「わか
らない」と回答していた約 60％以上が、言語
聴覚士の専門性に関する情報提供後に言語
聴覚士によるコンサルテーションに興味が
あると回答していた。 
 このことから、職種の専門性情報はコンサ
ルテーションが実現に至る有効な情報であ
ることが明らかとなった。 
④連携が成立する・しない理由を自由記述か
ら検証 
第 5部の質問、「言語聴覚士がコンサルテー
ションを行う研究への興味」について回答し
た理由を記述する欄を設けた。記述したのは
138 名、内訳は「興味がある」の回答は 74 名、
「興味がない」の回答は 60 名、興味の有無
に無回答であったが記述をした教諭が 4名。   
回答の傾向を把握するために臨床心理士 1
名と言語聴覚士1名がＫＪ法で自由記述の分
類を行った。1 人の記述に複数の内容の記載

があった場合は内容ごとに1件とカウントし
た。分類した結果を表 1に示した。 

表 1 言語聴覚士がコンサルテーションを行う研究へ

の興味の有無別の回等理由（自由記述）の分類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「興味がある」と回答し、回答理由が記述
されていたのは 98 件、「その他」を除いて 5
群に分類された（表１）。「興味がない」と回
答し回答理由の記述があった件数は 57 件、
「その他」を除いて 5群に分類された。 
研究に興味があると回答した中で言語聴
覚士の専門性を理解し、具体的に児童正当の
気になる症状をイメージできていると予想
されるのは「言語聴覚士の専門性を踏まえた
上で具体的な連携内容を挙げている」19 件
（19.4％）である。他の理由については連携
意欲はあるものの、連携の目的が曖昧である
ため、連携時には言語聴覚士の専門性につい
て丁寧な説明を行い、どのようなことに対し
てお手伝いできる職種なのかを理解してい
ただく必要がある。また、連携後にどのよう
な点が役立ったのか、どのような点が疑問解
消に至らなかったのか等を把握する試みを
しなければ今後の連携につながらないこと
が考えられる。 
 研究に興味がないと回等した理由の中で
「すでに連携している、相談できる機関、部
署がある」と回答した 8件（14.0％）以外は
連携の可能性がある。どのような専門性をも
っている職種であるか、コンサルテーション
をしてもらうとどのようなメリットがある
について詳しく書かれた資料を作成し、特別
支援学級教諭が目にしやすいところに置い
ておくことでコンサルテーション実現のき
っかけになる可能性がある。 

 以上の結果から、まずは言語聴覚士の専門
性、コンサルテーションをしてもらうとどの
ようなメリットがあるのかなどが具体的に
書かれた「言語聴覚士紹介パンフレット」の
作成が必要であることがわかり、A4 用紙 2枚
（裏表）で作成した（図 2.3） 
 ＜掲載内容について考慮した点＞ 
・2009 年に実際に特別支援学級の先生方と連
携した際、異なった専門性をもつ者同士が作
成会議を行うコンサルテーションという意
識が低く、スーパービジョンとして受け入れ



られていたように感じたため、コンサルテー
ションについての説明を入れたこと。 
・石隈はコンサルテーションの目的は「コン
サルティ（今回の場合は特別支援学級教諭）
はコンサルテーションを活用して問題解決
をする過程で自分の援助能力を向上させる
こと」と述べている。困っている問題の答え
を求めるのではなく、支援の考え方を広げる
ことがコンサルテーションの目的であると
いう説明を加えた。 
・コンサルテーションの実現に至るよう言語
聴覚士の対象障害だけではなく、事例やコン
サルテーションを実際に受けた特別支援学
級教諭の感想を入れた。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 言語聴覚士紹介パンフレット（表） 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   図 3 言語聴覚士紹介パンフレット（裏） 

 事前に相談される内容を把握することで、
限られたコンサルテーションの時間を有効
に使用することができる。連携時に使用する
資料として「今回相談する児童生徒について
教えてください」というタイトルの A4 用紙 1
枚の資料を作成した（図 4） 
＜資料作成の際に考慮した点＞ 
・支援の考え方を広げることをコンサルテー
ションの目的としているため、先生の考え方
を把握できる工夫をした。1 つは、児童生徒
の気になっている表れの背景にある要因を
記入してもらう。もう 1つは、気になる、困
っている事柄について現在どのような対応
をしているかについて記入してもらう書式
とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4 連携時に使用する資料「今回相談する児童生

徒について教えてください」 

 
 研究開始当初には作成予定はなかったが、
研究分担者との議論の中で、コンサルテーシ
ョンの対象である特別支援学級教諭がどの
ような人であるかを把握する資料が必要な
のではないかという結論に至った。特別支援
学級教諭は教諭経験、人柄、コミュニケーシ
ョン力、自己研鑽意欲などそれぞれ異なる。
障害のある児童生徒に対しての援助能力を
向上するお手伝いをするにあたって、知能検
査等の心理検査の知識を持っている教諭な
のか、孤軍奮闘しなければならない環境なの
か、学外の機関（医療や福祉等）と積極的に
連携をとっているのか等、教諭の環境を事前
に把握しておくことで、その教諭の環境に合
った無理のない有効的な助言をすることが
できると考え、「先生の環境について教えて
ください」というタイトルの A4 用紙 1 枚の
資料を作成した（図 5） 
 



 
＜資料作成の際に考慮した点＞ 
・先生の人柄、環境、知識の有無など幅広い
質問項目にした。 
・環境だけではなく、今回のコンサルテーシ
ョンに何を求めているかを把握する項目を
作成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 5 連携時に使用する資料「先生の環境につい
て教えてください」 

運よくコンサルテーションに至った場合
には一回に留まらず継続されるための工夫
が必要である。また、言語聴覚士のコンサル
テーション技能の向上のために、コンサルテ
ーションを受けた教諭がどのような点が役
に立ち、どのような点が課題に感じているの
かを把握する資料が必要であると考え、「コ
ンサルテーションに対する評価」というタイ
トルの A4 用紙 1枚の資料を作成した（図 6） 
 
＜資料作成の際に考慮した点＞ 
・特別支援学級教諭と言語聴覚士の連携に関
する報告がほとんどないため、現時点をコン
サルテーションの萌芽期と位置づけ、特別支
援学級教諭には負担をかけしてしまうがコ
ンサルテーションが役立ったかについての
回答理由と今後の課題については自分のこ
とばで語ってもらう自由記述とした。 
・2009 年の研究では、コンサルテーションの
成果は 5件法で確認していたが、場面によっ
ては教材を紹介したりしなかったりなどコ
ンサルテーションによって助言内容が異な
ることが予想されるため、5 件法ではなく複
数回答可で丸をつけてもらう形式とした。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 連携時に使用する資料「コンサルテーション 
についての評価」 
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